日弁連への｢洗口中止を求める申し立て｣で意見陳述
教員･保護者が現場の問題点を指摘

2007年10月に主婦連など８団体が集団フッ素洗口の中止勧告を求めて日本弁護士連合会（日弁連）人権擁護委員会に申し立てをしました（別記）。これにかかわって今年３月29日、東京都内でＡ県・Ｂ県・Ｃ県の３県の教員・保護者３人が日弁連人権擁護委員会の求めにより意見陳述を行い、担当弁護士６人の質問に答えました。また別に４人が意見を文書提出しました。
　陳述人は、事前に配布された日弁連からの「保護者・教員への質問事項（概要）」の16項目に添って、文書と資料に基づいて説明しました。

［始まった経緯や理由］

　教員・保護者の意見陳述で共通するのは、議会や教育委員会などの行政サイドから一方的に集団洗口の実施が行われている実態が明らかにされました。

Ａ県では、職員に有無を言わせず洗口が開始され、ある小学校の養護教員は保健だよりに「フッ素は薬品、慎重な取り扱いを」と書いただけで、教育長から注意されました。Ｂ県では、教育委員会や校長は保護者の質問に答えることができず「よくわからんから担当課に聞いてくれ」という無責任な対応がとられていると報告されました。Ｃ県では、導入に当たっての市議会による教育委員会に対する「学校におけるフッ素洗口導入の考え方（６つの条件）」が、厚生労働省の「フッ化物洗口ガイドライン」を盾に一切無視・拒否されて実施されているといいます。
（市議会による６つの条件とは、①保護者の理解と賛同及び教職員の共通理解が得られること。理解が得られる資料は両論併記（安全性・有効性について）とすること。②学校医・学校歯科医・学校薬剤師及び学校保健委員会等の理解と責任と協力が得られていること。③継続して実施可能であること。④フッ素洗口と併せて総合的な歯科保健活動が可能であること。⑤フッ素洗口は児童生徒本人または保護者の希望を優先し、中止や実施を随時受け入れていくこと。⑥フッ素洗口を実施しない児童に対しては十分な教育的配慮を行うこと。）
［実施手続きの問題点］

　８項目の質問の中の「歯科医師による事前診察の実施状況」と「歯科医師及び薬剤師による監督の有無」についてみてみましょう。
　前者の項目では、Ａ、Ｂ、Ｃ県ともに「全くない」「彼らが来校して監督することはない」と回答しています。またある学校長は、教職員の理解を得ないまま実施し、マニュアルを使用して保護者への対応の練習を校長室でやらせる強要を行ったと指摘しています。
　洗口実施時の監督は担任がほとんどです。担任の危機感が薄れたり、多忙さの中で担任の目が児童に向かないこともあります。
［同意取得方法の問題点］

　保護者には、洗口実施が決定したからとの説明から始められています。説明会には３割以下の参加者であっても実施されています。校長は実施率を大変気にしていますし、行政や歯科医師も同様に気にしています。希望しない親には、校長が担任に希望するよう親を説得させ、校長自らも説得に当たりました。ある市では、実施率の低い校長が教育委員会に呼ばれ、実施率を上げるよう指導されたといいます。
［洗口時の実施状況の問題点］

洗口液を誤飲する事例や、気分が悪くなる（吐き気）児童もかなり見受けられるとの報告が陳述した３人全員からありました。Ｂ県の場合は、子どもの「いつもと味が違う（濃度が一桁濃い）」との訴えで、洗口が半年ほど中止されました。再開後は、校長や教育委員会は「味が違う、いつもと違う」という子どもの声をいちいち報告するな、子どものその日の体調で味が違うこともあるのだから、と言っています。ミラノールに変更後は、一層そのような声を報告しないようになっているといいます。
［人権侵害や差別的取り扱いの事例］

Ａ県のある町では、全小学校の養護教員と管理職が座席指定のフッ素説明会に参加させられました。質問や発言したものは、後日氏名が電話で確認されました。また、ある養護教員が「手洗い場の水栓口数が不足している等、条件整備が整わない中での洗口開始は不可能だ」と意見を述べたところ、数日後、校長と共に教育委員会に呼ばれ「工夫と努力をすれば開始できるはず」と説得（強要）されました。ある県では数人の先生が人事異動で異動させられたし、洗口に反対した保護者が地域で嫌がらせを受けました。Ａ県のある市の４～５人の歯科医師は、「学校で（洗口を）やらないでもいいのにね」「薬がね…」「フッ素をぬってあげるとおなかをこわすんだよね」と述べています。
洗口を希望しないある女子児童は、「友達からフッ素洗口を受けない理由を聞かれるのが嫌だから、自分も受けさせてくれと母親に懇願」「Ｍ養護教諭は母親の立場から、わが子の願いを聞き入れて、フッ素洗口を受けさせる苦渋の選択をした」といいます。保護者の立場からは、インフォームドコンセントは皆無であることが指摘されました。

３人の意見陳述人とともに関係者３人が同席して行われた３時間にわたる意見と質問は、人権擁護委員会の６人の担当弁護士に大きな事実を提供しました。その後、日弁連からの連絡によれば、フッ素洗口実施をめぐって［人権侵害や差別的取り扱いの事例］がどのように存在するのか、全国的な調査を行ってほしいとの要請がありました。
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日弁連人権擁護委員会への申し立て（2007年10月）＝概要＝
◆申し立てをした８団体：主婦連合会、フッ素を考える新潟連絡会、日本消費者連盟、食生活改善普及会、全国学校給食を考える会、大地を守る会、薬害オンブズパースン会議、日本教職員組合

◆申し立ての内容：集団フッ素洗口ならびに集団塗布の中止を政府と自治体に対して勧告していただきたい。とくに６歳未満のフッ素洗口と塗布の集団実施は、ただちに中止するよう警告していただきたい。

◆申し立ての理由：
１．保育・教育施設でのフッ素洗口の実施にあたっては公権力が発動され、強制力が生じている。

２．フッ素洗口は医療行為であると考えられ、保育・教育施設での実施は違法である。また医療用目的でないフッ化ナトリウムの使用している。同試薬は医薬品ではない。

３．リスク情報が伝達されず、フッ素の効用のみが提示され、保護者が誘導されている。インフォームド・コンセントの要件を満たしていない。

４．ＷＨＯ（世界保健機関）はフッ素塗布の一般的使用を中止するよう勧告した。しかし日本では１歳から集団的に市町村保健センター等で実施されている。

５．日弁連の1981年意見書でも指摘されたモニタリングが一度も実施されていない。

（以下、略。「反フッ素LETTER」№69　2007.12　に全文掲載） 
